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１．実施事業  

（２） 新たな教師の学びの姿を実現するための質の高い効果的な免許法認定講習等

の開発・実施 

 

２．事業の実施期間    

 

委託契約日～令和７年３月３１日  

 

３．事業の内容  

（１）選択するテーマ。※実施するテーマに○を記載すること。 

 

（ １ ）  

開 設 ・ 実 施  

（ ２ ）  新 た な 教 師 の 学 び  

① オ ン ラ イ ン 等  ②  現 場 の 経 験  ③  特 色 あ る 講 習  

 〇    

 

（２）目的 ※現状及び事業実施を通して目指す姿を簡潔に記載すること。 

 

〇社会、特に子どもを取り巻く環境が多様化し、幼稚園や認定こども園で幼児教育に

携わる教諭にも、こうした状況に対応する資質能力の向上が求められる。とりわけ、

幼児教育の現場で中心的な役割を担う中堅層（ミドルリーダー）の果たすべき役割

は大きい。 

〇しかし、中堅層の多くは２種免許状保有者である。岐阜県の現状(令和５年度）と

して、幼稚園教諭２種免許状授与件数が幼稚園教諭の内約６５％を占め､１種免許

状３３％、専修免許状１％となっている。このような割合での免許授与件数の傾向

は，ここ３年間変化がほとんどない状況である。このような現状の中，岐阜県教育

委員会では、幼児教育を巡る様々な課題に対応する力を養うため、専修免許状や１

種免許状の取得を促進することを課題としている。加えて、施設のニーズや教職員

のキャリアステージに応じて研修内容を充実させることが大切であるとも考えを示

している。 

〇さらには、令和３～５年度に岐阜県・沖縄県教育委員会より幼稚園教諭の在職年数

の短さ、園の中での教諭をリードする中心的存在となりうる在職年数の教諭の資質

向上について課題があり、中堅層（ミドルリーダー）への研修や資質能力向上の機

会が重要でることが指摘された。 

〇その指摘の中には，幼児教育の担当者としての日々の業務の中心者でもあるミドル

リーダーが，日々の教育活動と研修を両立させるための研修の機会の確保の困難さ

もあった。 

〇これらのことより、幼稚園教諭の専門性を向上させるためには教育委員会の研修等

で学ぶ教育の最新事情とともに、理論と実践を往還する内容とそれらを学ぶ機会の

確保の方法の確立が必要と言える。 

〇そのために、本免許法認定講習では、実務年数１２年以上の幼稚園教諭の新たなキ

ャリアとして令和４年度より実施している「幼児教育コーディネータ」を位置づけ、

その人材を養成することを通して、２種免許状保有者の専門性の向上を図り、上進

を推進する。 

○「幼児教育コーディネータ」という新たな価値を付加することにより、上進への意

欲の向上にもつなげるものである。 



 

3 

 

〇その際の人材育成方法として幼稚園教諭免許状の上進のための免許法認定講習・免

許法認定公開講座・免許法認定通信教育を開設・実施するとともに、多様な学習方

法を取り入れた講習等を実施し、新たな教師の学びの姿を実現するための効果的な

講習等を次のように開発・実施する。 

① ハイブリット型授業のデザインと“教えないで学べる”学修環境の整備と充実 

② キャリアステージに対応した幼稚園教諭に求められる資質能力の構造化の改善 

③ 幼児教育の新たなキャリアである幼児教育コーディネータの養成カリキュラム

の開発（改善と充実） 

 

（３）事業概要 

① ハイブリット型授業のデザインと“教えないで学べる”学修環境の整備と充実 

 新しい社会の Global・Innovation に対応した継続性を必要とした生涯学習の実現

や“after コロナ”時代への対応も含め、対面授業を基本としつつ e-Learning を組

み合わせた講習で実施し、その教育の方法と技術のさらなる確立を行う。それと共に、

従来の講義形式から脱却し、“教えないで学べる”学修環境の整備と講座の設計と向

上を図る。 

また、ハイブリット型授業のデザインは、対面と e-Learning を組み合わせた授業

のことで、教師の主体的で対話的な深い学びを実現するように受講者の「研修観」を

転換する授業をデザインする。 

 令和４年度実施の講座において受講者の受講後のアンケートから、対面と比べて e

-Learning が中心だと受講者間のコミュニケーションが取れないため、内容や課題に

ついて誰とも相談できないとの指摘があった。そこで、令和５年度は、受講期間中 1

～2 回程度、講師と受講者並びに受講者間でコミュニケーションの時間を新たに設定

し、どのような内容の話題で話をしているかを調査し、コミュニケーションの方法を

研究した。１回目のコミュニケーションの時間においては、これから学びを開始する

スタート時に日にちを設定し、受講者間でのコミュニケーションをとることを重点に

おいた。その結果受講者からは、「参加された先生方と話が出来たことで、大変意欲

が湧きました。」との声も聞くことができた。講座開設期間の中間日くらいに２回目

のコミュニケーションの時間を設定した。学びを進めてきて、感じていることなどを

受講生同士コミュニケーションをとることをねらったが、任意参加としたこともあり、

参加者があまり多くない実態となった。そして、同時に講座開設期間中にいつでもア

クセス可能なコミュニケーションの場として、e-Learning システム内の掲示板を設

けた。受講生からは、あまり活用の機会がなかったことが実態であった。 

 しかしながら、受講生からは、「もっとズームで他の先生との交流があれば、より

頑張る力に繋がると思う。」との声も寄せられたため、顔を見ながらの交流が望まれ

ていることがうかがえた。 

このため、令和６年度は、講習期間に、実施曜日の設定なども考慮し、加えて、受

講生同士の力が向上すること、意欲の継続を図ることができることをねらいとしたコ

ミュニケーションの場を設定し、学修環境の充実を図るものとする。そのための学修

環境として e-Learning システム内の掲示板を今年度も設定すると共に、活用促進の

ために活用方法の説明と解説書を作成する。加えて、リアルタイム・対面（オンライ

ン）でのコミュニケーションの場を設定し、e-Learning システム内の掲示板にて寄

せられた事柄を議論する場を設定する。このことにより、受講生が受講においてもっ

と深めたいと考えた内容を受講生同士が自ら深めていく場を設定する。 

 学修環境の充実として、より多くの幼児教育に関する教育リソースにもアクセスし

学びを行うことができるように、本学が保有する幼児教育にかかわる講演会の動画や

研修資料等も整備を図ったり、新たに開発したりしていく。 

教えないで学べる学修環境の整備は、e-Learning において、従来のテキスト並び
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に動画資料だけではなく、本学の持っている教育用コンテンツを整備し、QR コード

でリンクをし、補充並びに発展的な学修ができる学修環境の整備をする。 

 

② キャリアステージに対応した幼稚園教諭に求められる資質能力の構造化の改善 

令和４・５年度の取り組みにおいて，幼稚園教諭として不易とされる資質能力と新

たな課題に対応できる力並びに組織的・協働的に諸問題を解決する力を中心にキャリ

アステージに対応した幼稚園教諭の資質能力を明確化し、講座の学修目標の再定義と

構造化を図り、資質能力とのカリキュラムマップを作成してきた。同時に講座のタキ

ソノミーテーブルを作成してきた。このタキソノミーテーブルは、各科目・各講にお

いて担当教員により、学修到達目標並びに学修課題を設定し、これらの課題を各担当

教員によりタキソノミーテーブルに分類した。これらを基に、各担当教員がタキソノ

ミーテーブルを作成した。 

 令和５年度には、令和４年度からの改善として、講座の学修目標の再定義として、

「インストラクショナルデザイン指導力」を学修目標に追加した。この指導力を身に

付けるためのテキスト並びに e-Learning を開発した。 

学びのシステムについては、対面（Zoom）と e-Learning を組みあわせたハイブリ

ッド型の講座となり、いつでもどこからでも学ぶことができるシステムとなる。 

また、教えないで学ぶとは、子どもたちの学び(授業観・学習観）とともに教師自

身の学び（研修観）を転換し、「新たな教師の学びの姿」（個別最適な学び・協働的

な学びの充実を通じた、「主体的・対話的で深い学び」）を実現することである。 

そのためにキャリアステージに対応した幼稚園教諭に求められる資質能力や内容や

目標を構造化し、タキソノミ―テーブルとし見える化を図ると共に、テキストや動画

についても工夫をすることが重要となっており、これらのことを取り組んできた。 

一度構造化し整理した幼稚園教諭に求められる資質能力であるが、評価委員からの

評価を得ることはできているが、令和６年度には、実際に「幼児教育コーディネータ

養成講座」を終了し、「幼児教育コーディネータ」として活動している方にヒアリン

グも実施し、より現在の幼稚園教諭に求められる資質能力となるように改善を図る。 

 

③ 幼児教育の新たなキャリアである幼児教育コーディネータの養成カリキュラムの

開発（改善と充実） 

教諭自身が時代や社会、環境の変化を的確につかみ取り、その時々の状況に応じた

適切な教育・保育の提供を行うためには、個々の教諭が自ら課題を持って、主体的に

講座に参加する体制の確立が必要である。その際には、受講者のニーズに応じて柔軟

に研究内容を組み合わせたり、ワークショップ型研修方法を取り入れたりして、受講

者が主体的に学ぶ講座の場を考えていく必要がある。 

そこで、幼稚園教諭の資質向上を目指すキャリアステージにおける講座の在り方を

研究し、幼児教育の新たなキャリアとして目指す「幼児教育コーディネータ」の養成

テキストを開発し、講座の実施をする。 

本講座は、本学の「履修証明プログラム」として位置づけ、「幼児教育コーディネ

ータ養成コース」との名称にて実施する。７科目・１０単位，１５０時間の学修を行

い、各科目における修了認定試験に合格することにより、コースを修了したことを認

めることとする。全てを修了した受講生には、「幼児教育コーディネータ養成コース

履修証明書」を発行する。このことが新たなキャリアとしての位置づけ、意義の証明

の一つとなり、幼稚園教諭１種免許状上進へのモチベーション維持につなげていく。 

令和５年度にも「幼児教育コーディネータ養成講座」を実施したが、飛躍的な受講

生の増加がみられたわけではない。そこで、令和６年度は幼稚園教諭１種免許状上進

へのモチベーションには何が必要不可欠かについて調査をさらに進め、本カリキュラ

ムの改善と充実を図る。 
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加えて、令和５年度の「大学等を通じたキャリア形成支援による幼児教育の「職」

の魅力向上・発信事業」にて「幼児教育コーディネータの役割」として求められた

「各幼稚園教諭が、自身の教育活動について小学校以降の学びとのつがなりを意識で

きるようにする。」、「各園の教育活動について、小学校以降の知識・技能や思考力

等の基礎の育成につながるように構成する。」に対して、この資質能力を図ることが

できる内容を充実する。 

 

４．実施日程（予定）   

実 施 時 期  
活 動 の 内 容  

実 施 内 容  評 価  検 討 委 員 会  

令 和 ６ 年 ４ 月  

   ～  

令 和 ６ 年 ７ 月  

・ハイブリッド型授業

で利用するデジタル

テキスト類の改訂  

・ 幼 稚 園 教 員 に お け

る ニ ー ズ 調 査  

 

 

 

・ 評 価 検 討 委 員 会  

委 員 依 頼  

委 員 へ の 概 要 説  

明  

 

令 和 ６ 年 ７ 月  

   ～  

令 和 ７ 年 １ 月  

・ 文 部 科 学 省 免 許 法

認 定 講 習 の 実 施  

 

・ 受 講 生 に よ る 授 業

評 価 の 実 施  

 

 

令 和 ６ 年 ８ 月  ・ 文 部 科 学 省 免 許 法

認 定 講 習 の 委 員 等

へ の 公 開 （ 対 面 授

業 ・ e - l e a r n i n g）  

・ 幼 児 教 育 コ ー デ ィ

ネ ー タ へ の 実 態 調

査  

・ 前 期 授 業 者 に よ る

自 己 評 価  

・ 評 価 検 討 委 員 に よ

る 外 部 評 価  

・ 幼 児 教 育 コ ー デ ィ

ネ ー タ 養 成 講 座 カ

リ キ ュ ラ ム の 外 部

評 価  

・ 第 １ 回 評 価 検 討 委

員 会 （ ヒ ア リ ン グ

形 式 ）  

 

・ 幼 児 教 育 コ ー デ ィ

ネ ー タ へ の ヒ ア リ

ン グ  

令和６年１１月  ・ 成 果 報 告 会 開 催  ・ 幼 児 教 育 コ ー デ ィ

ネ ー タ 養 成 講 座 の

需 要 に 対 す る 幼 児

教 育 関 係 者 に よ る

外 部 評 価  

・ 評 価 検 討 委 員 の 報

告 会 へ の 参 加 ・ 評

価  

令 和 ７ 年 ２ 月  ・ 報 告 書 の 作 成  ・ 後 期 授 業 者 に よ る

自 己 評 価  

・ 評 価 検 討 委 員 会 に

よ る 外 部 評 価  

 

・ 第 ２ 回 評 価 検 討 委

員 会 (ヒ ア リ ン グ

形 式 )  

 

５．実施体制（予定）  

（ １ ） 主 な 実 施 体 制  

【委員】（予定） 

 メンバー ６名 

 主査 平田美紀  沖縄女子短期大学   教授  （幼児教育） 

    垣花英正  与那原町教育委員会  教育長 （教育行政） 

     中村有希  岐阜県教育委員会教職員課 課長 （幼児教育） 

     岡本智子  岐阜市幼児教育課 課長  （教育行政） 

渡辺寿之  サニーサイドインターナショナル幼稚園 園長 

（幼児教育・実務） 

     上地和香子 西原町教育委員会 幼児教育コーディネータ 

                         （幼児教育・実務） 

 

 【 活 動 内 容 】  
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１ ） 幼 稚 園 教 諭 、 特 に 中 堅 幼 稚 園 教 諭 の 資 質 向 上 に 資 す る 免 許 上

進 の た め の イ ン セ ン テ ィ ブ と 講 習 の プ ロ グ ラ ム の 在 り 方 検 討  

２ ） 幼 稚 園 教 諭 免 許 法 認 定 公 開 講 座 カ リ キ ュ ラ ム の 検 討 ・ 評 価  

３ ） 中 堅 教 員 が 教 員 育 成 指 標 の 中 で 育 む べ き キ ャ リ ア に 対 し て 、

本 認 定 講 習 お よ び 各 種 行 政 研 修 等 と の 内 容 に 関 す る 連 携 に つ

い て の 検 討  

 ②実施事務局 

【 構 成 】  

  主 査  齋 藤  陽 子  准 教 授 （ 教 育 工 学 ）  

     久 世   均  教 授  （ 遠 隔 教 育 ）  遠 隔 ・ 通 信 教 育 部 長  

横 山  隆 光  教 授  （ 教 育 工 学 ）  文 化 創 造 学 部 長  

     森   洋 子  教 授  （ 幼 児 教 育 ）  初 等 教 育 学 専 攻 主 任  

     奥 村  正 彦  准 教 授 （ 幼 児 教 育 ）  幼 児 教 育 実 務 経 験 者  

     土 井 の ぞ み  講 師  （ 幼 児 教 育 ）  授 業 担 当  

     眞 喜 志 悦 子  講 師  （ 教 育 工 学 ）  授 業 担 当  

     倉 坪  弘 一  事 務 局 事 務 職 員 ・ 次 長  

     渡 辺  好 美  文 化 情 報 研 究 セ ン タ ー 事 務 職 員 ･通 信 教 育 事 務 課 長  

林   真 子  文 化 情 報 研 究 セ ン タ ー 事 務 職 員 ･遠 隔 通 信 事 務 係 長  

大 木 佐 智 子  文 化 情 報 研 究 セ ン タ ー 事 務 職 員  

儀 間  綾   沖 縄 サ テ ラ イ ト 校 事 務 職 員  

【 活 動 内 容 】  

１ ） 幼 稚 園 教 諭 免 許 状 認 定 講 習 の カ リ キ ュ ラ ム 設 計 と デ ジ タ ル テ

キ ス ト の 作 成 ・ 改 訂  

２ ） 幼 稚 園 教 諭 免 許 状 認 定 講 習 用 e-Learning 教 材 作 成 ・ 改 訂  

３ ） 幼 稚 園 教 諭 免 許 状 認 定 公 開 講 座 の 評 価 分 析  

４ ） 幼 稚 園 教 諭 免 許 状 上 進 の 需 要 調 査 と 分 析  

 

（２）大学・教育委員会の連携、域内の既存開設講習との関係等 

評 価 検 討 委 員 会 を 中 心 に 、 実 施 事 務 局 に 設 置 し た 大 学 教 員 グ ル ー プ

が 講 習 内 容 を 、 大 学 事 務 局 グ ル ー プ が 運 営 を 担 当 す る 体 制 を と る 。 ま

た 、 遠 隔 テ レ ビ 会 議 シ ス テ ム に よ る 講 座 の 実 施 を す る こ と か ら 、 本 学

沖 縄 サ テ ラ イ ト 校 と 本 学 文 化 情 報 研 究 セ ン タ ー を 事 業 推 進 の 拠 点 と す

る 。  

本 事 業 の 協 力 機 関 と し て 、 岐 阜 県 、 岐 阜 市 お よ び 沖 縄 県 教 育 委 員 会 、

与 那 原 町 教 育 委 員 会 、 並 び に 本 学 と 姉 妹 校 協 定 を 締 結 し て い る 沖 縄 女

子 短 期 大 学 、 本 学 の 教 育 実 習 等 で 関 係 の 深 い 協 力 関 係 に あ る 幼 稚 園 等

の 協 力 を 得 て 、 幼 稚 園 教 員 の 資 質 向 上 に 資 す る 講 習 体 制 を 構 築 す る 。  

 

（３）その他関係機関との連携体制及び内容（団体等） 

  本学の学生が教育実習を実施している協力幼稚園と連携し、幼稚園での教育

活動をとおしてアンケートや聞き取り調査を実施し、その点検評価により働く

幼稚園教諭のニーズにあった講習内容とする。 

  加えて、本事業の推進にあたり、岐阜県環境生活部私学振興青少年課や岐阜

県私立幼稚園連合会とも協力体制をとり、本講座の趣旨や内容等の周知を図る

と共に、幼稚園教諭の実態・ニーズ把握を行う。 

また、令和４・５年度については、需要調査のために全国を対象に広報し、

受講者を集めたために、全国からの受講者は集まったが、広報の期間が少し短

かった等，充分でなかった反省点がある。令和６年度は、本年度の需要調査の

結果、沖縄県と岐阜県が多かったことから、地域を絞って重点的な広報も実施

することを行うとともに、これまでどおり全国的にも広報し、定員充足率を７

０％以上に上げる。 
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  令和４年度上進の実情は、３１名受講終了中の１８名であった。令和５年度

は、受け付け中のため、現時点では１９名が予定である。受講修了生の半数が

上進をしていることとなる。この実績より、令和６年度においては、１８０名

の定員について７０％以上の定員充足とし、１２６名は最低でも受講生を確保

していく。１２６名の受講生数に対して，令和５度の受講者数の２９名の実績

を考え、３６名は受講者数を確保する。その上で、１２６名の内３６名以外の

９０名を「特別受講生」として、受講料を免除することを含め広報をする。

「特別受講生」は，「幼児教育コーディネータ養成講座」のカリキュラム内容

と受講方法等について、アンケートやヒアリング調査に協力することを条件と

することと、本事業評価検討委員会委員の所属機関である沖縄女子短期大学・

与那原町教育委員会・岐阜市教育委員会等からの推薦を受けた者に限ることと

する。 

１２６名の受講者中の５０％の上進と考え、６３名の上進者を目指すものと

する。また、上進者の向上も図るために、受講後の案内を強化し、上進できる

条件の受講生には上進をすることをさらに呼びかけていく。 

 

 
図１ .講習実施のための協力体制 

 

 

（４）文部科学省との連絡担当者※本事業の連絡窓口となる担当者を記載してください。 

①所 属 岐阜女子大学 

②所在地 岐阜市太郎丸 80 番地 

③担当 

連絡先 

 

TEL:058-229-2211 内線 285  

FAX: 058-229-2222  

E-mail:itihasi@gijodai.ac.jp 

④担当者 

職・氏名 
学事部長 市橋正信 

 

＜再委託の内容＞ 

（１）再委託先の名称 

    なし 
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（２）再委託の内容 

    なし 

 

６．免許法認定講習等の開設実績  

本学は、新たな免許状を取得するための講習を毎年実施している。２０１９年度の

開設講習数は９講座、開設科目は延べ９４科目、受講者延べ数４１７名であり、２０

２０年度はコロナ禍で対面授業を中心に中止したが、延べ３４８名の受講を、２０２

１年度は、２０２０年度同様コロナ禍で、通信制教育を主として実施し、延べ１７３

名の受講を見た。 

幼稚園教諭免許状に関しては、「特例制度における保育士資格所有者のための幼稚

園教諭免許科目履修講座」をはじめ、２０１９年度は新たに沖縄サテライト校への要

望を受けて、５月に「幼稚園教諭二種免許状所有者のための幼稚園教諭免許科目履修

講座」を開設した。後者は、２０２０年度は沖縄県の幼稚園の管理職を主な対象とし

た講座として開講した。２０２１年度には、受講者数が述べ６０名となった。２０２

２年度には、文部科学省委託幼稚園教諭免許法認定講習等の在り方に関する調査研究

推進事業における幼稚園教諭二種免許状保有者のための一種免許状上進の公開認定講

座として「幼児教育コーディネータ養成講座」を開講し、３４名の受講をみた。昨年

度の２０２３年度は，文部科学省委託「令和５年度大学等を通じたキャリア形成支援

による幼児教育の「職」の魅力向上・発信事業（幼稚園教諭免許法認定講習等の在り

方に関する調査研究）」において，２０２２年度から継続して「幼児教育コーディネ

ータ養成講座」を開講し、２９名の受講をみた 

 

 

講習名 
開設 

科目数 

受講者数（人） 

2023 2022 2021 2020 2019 

文部科学省大学院免許法認定講座 15 47 87 中止 中止 103 

〃大学院免許法認定講座（通信） 9 72 138 237 169 87 

大学院科目履修講座 15 8 5 中止 中止 2 

大学院科目履修講座（通信） 9 11 22 7 4 0 

小学校教諭免許科目履修講座 21 中止  中止  中止  中止 121 

中学校教諭免許状所有者のための

小学校教諭二種免許状履修講座 
2 32 28    

中学校二種（英語）科目履修講座 9 中止  中止  中止  中止 29 
（特例）保育士資格所有者のため
の幼稚園教諭免許科目履修講座 6 中止 29 13 中止  40 

（特例）幼稚園教諭免許所有者の
ための保育士資格科目履修講座 4 中止  中止  中止  中止  21 

幼稚園教諭二種免許状所有者のた
めの幼稚園教諭免許科目履修講座 6 中止 20   14 

幼児教育コーディネータ養成講座 
（文部科学省委託幼稚園教諭免許
法認定講習等の在り⽅に関する調
査研究推進事業における幼稚園教
諭二種免許状保有者のための一種
免許状上進の公開認定講座） 

7 29 34 60   

 

７．本事業における定性的又は定量的な成果目標  
 

（１）講習の内容が幼児教育理論と実践のバランスのとれたもので、幼稚園教諭の資

質向上に貢献することができる。 

  【指標】 
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   ・受講者の授業評価で「専門性の向上」、「授業内容の満足度」を示す質問項

目について、８０％以上が肯定的な評価をする。 

   ・評価検討委員会の委員による評価で、肯定的な意見を得ることができる。 

 

（２）講習の日程や開設科目数が、受講者の免許上進への期待に合い、受講するにあ

たって負担感の少ない講習となっている。 

  【指標】 

   ・受講者の授業評価で、「講習の日程や本講習での上進に必要な年数と科目」

に関して、本講習が８０％以上の肯定的な評価を得る。 

   ・評価検討委員会の委員による評価で、肯定的な意見を得ることができる。 

 

（３）講習の内容が、現代的な要請と幼児教育の現場のニーズに合った内容で、現場

で役立てることができる。 

  【指標】 

   ・受講者の授業評価で、「講習が現場で役立てる内容」とする質問項目につい

て、８０％が肯定的な評価をする。 

   ・評価検討委員会の委員による評価で、肯定的な意見を得ることができる。 

   ・幼児教育コーディネータからの評価で、肯定的な意見を得ることができる。 

 

（４）幼稚園教諭に求められる資質能力が、現代的な要請と幼児教育の現場のニーズ

に合った内容で、現場で役立てることができる。 

   ・受講者の授業評価で、「資質能力が現場で役立てる内容」とする質問項目に

ついて、８０％が肯定的な評価をする。 

   ・評価検討委員会の委員による評価で、肯定的な意見を得ることができる。 

   ・幼児教育コーディネータからの評価で、肯定的な意見を得ることができる。 

 

（５）ハイブリッド型授業による学修が受講者のニーズに合ったもので、仕事と両立

して学ぶことができた講習となっている。 

  【指標】 

   ・受講者の授業評価で「“ e-Learning”による講習が有意義であった」「“e-

Learning”による講習で受講しやすかった」とする質問項目で、８０％以上

の肯定的な評価を得る。 

   ・評価検討委員会の委員による評価で、肯定的な意見を得ることができる。 

 

（６）学習者同士のコミュニケーションを促す学び合うためのコミュニケーションの

在り方が構築しようとしている講習となっている。 

   ・受講者の授業評価で「講座においてコミュニケーションが取れて良かった」

とする質問項目で、８０％以上の肯定的な評価を得る。 

   ・評価検討委員会の委員による評価で、肯定的な意見を得ることができる。 

 

 

 

８．ワーク・ライフ・バランスを推進する企業としての法令に基づく認定

（あれば）   

 なし 
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９．経費項目の積算  

 

費目 内訳 経費予定額 

①  人件費  (1)e-Learning教材収録、  

 1人×8時間×2日 (7科目 )×1,400円 /時  

(2)テレビ会議システム中継機器等操作 

2人 (2会場 )×3時間×6日×1,400円 /時  

(3)報告会システム中継機器等操作  

 2人 (2会場 )×6時間×1日×1,400円 /時  

 

     22,400円 

    

     50,400円 

 

     16,800円 

小計  89,600円 

②  旅費  (1)沖縄サテライト校での打合、講習 (2泊

3日 ,岐阜 -沖縄与那原町：往復旅費と宿

泊代 ) 

講師旅費 5人×1回×85,650円  

(2)岐阜市内委員旅費（往復バス代）  

 岐阜市内 -本学  3人×1,120円  

(3)成果報告会基調講演講師 1人  1泊 2日  

 東京 -沖縄  

 

 

    428,250円 

 

      3,360円 

 

     79,650円 

小計  511,260円 

③  諸謝金  (1)評価検討委員会委員謝金 (3時間 ) 

     1人×2回×55,685円  

   2人×2回×15,000円  

(2)成果報告会基調講演講師謝金 (3時間 ) 

     1人×1回×55,685円  

 

    111,370円 

     60,000円 

 

     55,685円 

小計  227,055円 

④  借損料    

小計   

⑤  消耗品費  ・募集要項印刷費 2,100部×49.5円  

・講習用テキスト印刷費  

   7講座×70冊×935円  

・事業リーフレット印刷費 (両面 ) 

2,000枚×44.0円  

・報告会用案チラシ  

  20,000枚×14.3円  

・トナーカートリッジ  GF4色  

・ＯＰＰ袋  5,000枚×@11.0 

・封筒  角 2(募集要項送付用 ) 700枚  

103,950円 

 

  458,150円 

 

88,000円 

 

286,000円 

86,020円 

55,000円 

22,550円 

小計  1,099,670円 

⑥  会議費  (1)評価検討委員会委員との打合せ  

（ 8月・ 2月）  

・茶代     88円×2回×6人  

(2)報告会 (2月 ) 

・昼食代  2,090円×1回×2人  

・茶代     88円×1回×2人  

 （講師 +学長）  

 

      

      1,056円 

 

4,180円 

176円 

小計  5,412円 
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⑦  通信運搬費  ・受講票・履修証明書等郵送料  

50人×2回×180円  

・会議用資料送料  6人×2回×800円  

・消耗品送料    4箱×2,940円  

・令和 6年度報告会挨拶文資料送付  

   4,200か所×94円  

 

18,000円 

9,600円 

11,760円 

 

    394,800円 

小計  434,160円 

⑧  雑役務費    

小計   

⑨  消費税相当額  （人件費  89,600円）×10％  8,960円 

小計  8,960円 

⑩   一般管理費  2,376,117円×8％  190,089円 

小計  190,089円 

⑪   再委託費    

小計   

支出額合計（Ａ）   2,566,206円 

収入額（Ｂ）  受講料 3,000円 /単位×10単位（定員充足

率 70％､36人 (この他 90人は特別受講生と

して無料 ) 

1,080,000円 

差引合計（Ａ） -（Ｂ）   1,486,206円 

 

※「経費計上の留意事項等」に従って記入してください。 

※本事業の実施が３年目以降の実施となる団体においては、本事業の実施により見込

まれる収入を除いた金額を契約金額とするので、事業規模に留意すること。 

なお、収入見込みについては、過去の収入実績等を踏まえて算定するとともに、当

該算定の考え方についても別途提出すること（様式自由）。 
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（別紙１） 

 

 令和６年度 大学等を通じたキャリア形成支援による幼児教育の「職」の魅力向

上・発信事業（幼稚園教諭免許法認定講習等の在り方に関する調査研究）実施計画書 

 

開設する認定講習・公開講座・通信教育  

 

免許状  

の種類  

免

許

法

別

表

第

８

対

応

科

目  

免許法施行規則に定める

科目区分等  

左記に対応

する  

開設科目名  

(授業科目

名 ) 

科目の概要  

授

与

単

位  

講義・実

験等時間

数及び履

修期間  

成績審査

の方法  

①合格に

必要な出

席時数  

②成績審

査方法  

③評価段

階（合否

区分）  

受講  

定員

数  

学級

数  

科  目  

各科目に含

める  

必要事項  

中心となる

領域  

含む領域  

幼一  × 
領

域  

領域

及び

保育

内容

の指

導法

に関

する

科目  

領域に関す

る専門的事

項  

遊びと文化

Ⅰ  

幼児期に遊

ぶ「折り

紙」や身近

にある「紙

コップ」や

「紙皿」な

どを使い、

動くおもち

ゃを作る。

その過程を

通して、幼

児に身に付

けさせる力

を考え、そ

れを指導す

るための方

法を創造

し、考案す

る。  

1 

講義  

13 時間  

演習  

2 時間  

① 12 時

間以上  

②レポー

ト  

③ ABC：

合格， D:

不合格  

180 

(人 ) 

2 

 

  

  

幼一  × 
領

域  

領域

及び

保育

内容

の指

導法

に関

する

科目  

領域に関す

る専門的事

項  

遊びと文化

Ⅱ  

フレーベル

の恩物につ

いて知識を

深め，ちぎ

る・切る・

折るといっ

た造形活動

についてあ

らためて考

1 

講義  

8 時間  

演習  

７時間  

① 12 時

間以上  

②レポー

ト  

③ ABC：

合格， D:

不合格  

180 

(人 ) 

2 

 
  

  



 

13 

 

          

えるととも

に、フラン

ダースや

OSIA が開発

した行動カ

テゴリーに

ついて理解

し、幼児の

学びのプロ

セスを捉

え、改善・

指導できる

力の深化を

図る。  

  
  

  

  

   

幼一  × 
領

域  

領域

及び

保育

内容

の指

導法

に関

する

科目  

保育内容の

指導法（情

報機器及び

教材の活用

を含む）  

保育内容  

（表現）  

子どもの

日々の表現

を捉え、共

感し育む幼

稚園教育要

領領域「表

現」の考え

を再度整理

して理解

し、「子ど

もの表現」

の基本的な

考えを応用

し、より専

門的に理解

を深める。

その際に

は、クリエ

イティブ・

ラーニング

の考えに基

づき、子ど

もが創作物

「紙芝居」

を創ること

により学ぶ

ことが実現

できる方法

を考案す

る。  

2 

講義  

20 時間  

演習  

10 時間  

① 24 時

間以上  

②レポー

ト  

③ ABC：

合格， D:

不合格  

180 

(人 ) 
2 

 

 

幼一  × 
教

職  

教育

の基

礎的

教職の意義

及び教員の

役割・職務

教師論  

教師は、学

習者がその

成長・発達
2 

講義  

30 時間  

① 24 時

間以上  

②レポー

180 

(人 ) 
2 



 

14 

 

理解

に関

する

科目  

内容（チー

ム学校運営

への対応を

含む）  

 

に必要な

「生きる

力」を身に

付けること

ができるよ

う、学習内

容や学習活

動の特質、

幼児児童生

徒の実態に

応じた適切

な指導がで

きなければ

ならない。

幼児教育に

おける教師

の役割と責

務について

理解を再度

整理するこ

とで、深

め、教育者

としての資

質・能力を

深化させ

る。  

ト  

③ ABC：

合格， D:

不合格  

  

幼一  × 
教

職  

道

徳、

総合

的な

学習

の時

間等

の指

導法

及び

生徒

指

導、

教育

相談

等に

関す

る科

目  

 

教育の方法

及び技術

（情報機器

及び教材の

活用を含

む）  

教育の方

法・技術  

現在決まっ

た答えのな

いグローバ

ルな課題に

対して、大

人も子供も

含めた重層

的なコミュ

ニティの中

で、 ICT を

駆使して一

人ひとりが

自分の考え

や知識を持

ち寄り、交

換して考え

を深め、統

合すること

で解を見出

し、その先

の課題を見

据える社会

2 
講義  

30 時間  

① 24 時

間以上  

②レポー

ト  

③ ABC：

合格， D:

不合格  

180 

(人 ) 
2 

 

 



 

15 

 

へと、社会

全体が転換

しようとし

ている。こ

こでは、そ

の高度情報

社会とそれ

に応じて求

められる資

質や能力に

ついて考

え、その力

の基礎を培

う幼児教育

の方法を創

造する。  

幼一  × 
教

職  

道

徳、

総合

的な

学習

の時

間等

の指

導法

及び

生徒

指

導、

教育

相談

等に

関す

る科

目  

 

幼児理解の

理論及び方

法  

幼児理解  

幼児の特性

と発達につ

いて改めて

確認すると

ともに、よ

り深く幼児

を理解する

保育記録の

方法につい

て見識を深

め、自己省

察や園内研

修へ活かす

手立てにつ

いてさらな

る理解に導

く。幼稚園

教育要領を

ベースに、

専門性の向

上及び園内

研修の意義

や保護者支

援について

理解を深化

する。  

1 
講義  

15 時間  

① 12 時

間以上  

②レポー

ト  

③ ABC：

合格， D:

不合格  

180 

(人 ) 

2 

 

 

 

幼一  × 
教

職  

道

徳、

総合

教育相談

（カウンセ

リングに関

教育相談Ⅰ  

教育相談や

発達相談，

子育て支援

1 
講義  

15 時間  

① 12 時

間以上  

②レポー

180 

(人 ) 

2 
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的な

学習

の時

間等

の指

導法

及び

生徒

指

導、

教育

相談

等に

関す

る科

目  

 

する基礎的

な知識を含

む。）の理

論及び方法  

  

を行う意義

について、

再度し整理

理解を深

め、教育相

談を推進す

ることがで

きるような

組織づくり

や計画・評

価について

これまでの

実践を振り

返る。  

幼児・児童

生徒が抱え

る課題を理

解し、個に

応じた支援

及び環境調

整への配慮

について理

解を深め意

識を高め

る。  

ト  

③ ABC：

合格， D:

不合格  
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（別紙２） 

 

※事業の内容について第三者への再委託を行う場合のみ、実施計画書に添付すること。 

 

団体名 

 

 

（１）第三者への再委託に関する事項 

再委託の相手方の住所及び氏名  

 

 

 

 

再委託を行う業務の範囲  

 

 

 

 

再委託の必要性  

 

 

 

 

再委託金額（単位：円） 

 

 

 

※積算の内訳を記載。様式は「所要経費」と同様。 
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（参考資料） 

事業終了後の活動について 

団体名 

岐阜女子大学 

 

①  次年度以降の計画  

 

 

 

 

 

 

 

②  次年度における経費予定 
（単位：円）  

区分  
年度  

区分予定額  

人件費  89,600 

旅費  465,000 

諸謝金  227,000 

借損料  0 

消耗品費  1,100,000 

会議費  5,000 

通信運搬費  434,000 

雑役務費  0 

消費税相当分（ 10％）  

①不（非）課税経費（人件費、外国旅費、保

険料など）×消費税率  

②インボイス影響額－経過措置の適用：無  

③インボイス影響額－経過措置の適用：有  

①                8,960 

②                                   0 

③                                   0 

一般管理費  186,000 

再委託費  0 

支出額合計額（Ａ）  2,515,560 

収入額（Ｂ）  2,700,000 

差引合計（Ａ－Ｂ）  184,440 

 

 
 


